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人工知能とビッグデータを活用した

ビジネスと契約実務 
～共同開発の場面を念頭に置いた契約条項例の検討～ 

講師 山内
や ま の う ち

真之
ま さ ゆ き

 氏 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所 

パ ー ト ナ ー  弁 護 士 

日時 ２０１９年３月１日（金）午後１時３０分～午後４時３０分 
近年発展が著しい人工知能（ＡＩ）を活用したビジネスと、人工知能と密接に関わるビッグ

データに関する法務について、共同開発の場面を念頭に置きつつ、法的検討の視座や留意点を
中心に、解説を加えます。特に、人工知能プログラムを提供する会社と、ビッグデータを提供
する会社とが、共同開発を行い新たなビジネスを始めるシナリオを想定した共同開発関係につ
いて、具体的な契約条項を例として示しつつ、人工知能プログラムを提供する会社側の視点に
立った場合の要検討事項、逆に、ビッグデータを提供する会社側の視点に立った場合の要検討
事項を、それぞれ挙げつつ、各当事者にとって有利・不利となる条項の内容について説明を行
っていきます。また、共同開発の段階を終えて具体的なビジネスを開始する段階に至った場合
の、ユーザー（ビジネスの顧客）との間の契約や、ビッグデータの元となるデータを提供する
主体との契約についても、解説を行います。 

１. ＡＩ及びビッグデータを活用したビジネスの具体的事例の紹介 

２. ＡＩ及びビッグデータを用いた共同開発において生じ得る法的問題点 
（１）ＡＩプログラムの提供者とビッグデータの提供者が異なる場合の問題  

（２）データの「所有者」は誰か？という問題  

（３）共同開発によって得られる成果物に関する知的財産の帰属に関する問題  

３. ＡＩ及びビッグデータに関する共同開発における契約条項の検討 
（１）具体的事例を念頭においた契約条項例の紹介  

（２）個別の契約条項を検討する際の視座と留意点  

４. ＡＩ及びビッグデータを用いたビジネスに関連するその他契約について 
（１）ＡＩを用いたビジネスモデル  

（２）ユーザーとの間の契約  

（３）データ提供者との間の契約  

（４）各類型の契約における具体的条項の検討  
 

【講師紹介】  
略歴：2002 年 3 月慶應義塾大学理工学部卒業、2004 年 3 月慶應義塾大学大学院理工学研究科卒業、2007 年 3 月東京大学
法科大学院  (法務博士  (専門職 ))、2008 年 12 月最高裁判所司法研修所修了（61 期）・弁護士登録（第二東京弁護士会）、2009
年 1 月アンダーソン・毛利・友常法律事務所入所、2013 年 6 月米国 Stanford Law School（LL.M.）修了、2013 年 9 月～2014 年 6
月米国の Finnegan, Henderson, Farabow, Garrett & Dunner 法律事務所（カリフォルニア州  Palo Alto Office）勤務、2014 年 3 月
ニューヨーク州弁護士登録、2014 年 9 月アンダーソン・毛利・友常法律事務所復帰、2017 年 1 月当事務所パートナー就任。 
専門分野：理学修士号を有しており、弁護士登録以来、知的財産（特許・商標・著作権・不正競争）関連業務（侵害訴訟案件・
ライセンス交渉案件・共同開発案件・技術移転案件）を取り扱っています。米国における留学と法律事務所勤務経験を生かし、
米国における特許侵害訴訟に関する対応についてもアドバイスを提供しております。  
主要著書：「知財ライセンス契約の法律相談〔改訂版〕」（青林書院  2011 年）（共著）、「民事訴訟法の一部改正－知的財産関
係訴訟の国際裁判管轄を中心に－」（知財管理 Vol.62, No.3 （No.735） 2012 年 3 月号）、「連載／特許法のフロンティア 第 4
回  延長登録」（ジュリスト No. 1439）（2012 年 4 月号）、「米国における合理的なロイヤルティ及び F/RAND に関する分析の厳格
化並びに日本との比較」（社団法人日本国際知的財産保護協会月報  2014 年 9 月号）（共著）、「英文契約書レビューに役立つ 
アメリカ契約実務の基礎」（レクシスネクシス・ジャパン株式会社  2016 年）（共著）、「特集／ライフサイエンスと知的財産」『医療関
連発明の新規性及び進歩性に関する最近の裁判例の紹介と考察』（法律時報  2017 年 7 月号）（共著）、「商標権侵害訴訟にお
ける、いわゆる「商標的使用」について～平成 27 年 4 月 1 日施行の法改正とその後の裁判例の状況～」（月報  A.I.P.P.I. Vol.62 
No.6 2017 年）。                                                         ※録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。 

■主催  経 営 調 査 研 究 会  

  ■後援  金 融 財 務 研 究 会                     
https:/ /www.kinyu.co.jp  

 
Facebook：https://www.facebook.com/keichoken  
Twitter：https://twitter.com/#!/keichoken  
Blog：https://kinyu.co.jp/blog/ 

https://www.kinyu.co.jp/


 ２０１９年３月１日（金） 
１３：３０ ～１６：３０ 
 

茅場町･グリンヒルビル  

金融財務研究会本社 セミナールーム  
東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 
TEL 03-5651-2030 
地下鉄東西線・日比谷線  茅場町駅  

６番出口より徒歩１分   

（開場は開演の３０分前です。）      
 
１名につき３４,３００円 

（消費税、参考資料を含む） 

１社２名以上同時に参加お申込みいた 

だいた場合、お２人目から１名につき２９,０００円。追加申込みの場合はその

旨ご記入下さい。 

経営調査研究会  ホームページ https://www.kinyu.co.jp/ 

〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2033  FAX 03-5695-8005 
 
ファックス又は郵便にて参加申込書をお送り下さい。上記ホームページの申込欄か
らもお申込いただけます。折り返し、受講証と請求書を郵送致します。参加費は下
記の普通預金口座に開催日前日までにお振込み下さい。（但し経理の都合等で間に
合わない場合は、ご連絡いただければお待ちいたします。）参加費の払戻しは致し
ませんので申し込まれた方がご都合の悪い時は代理の方がご出席下さい。又当日ご
参加になれなかった場合、当社および金融財務研究会主催の他のセミナーに無料で
ご出席いただけます。 (但し新しいセミナーの参加費との差額が 2,000 円以上の時
は差額をお支払いいただきます。また、振替は 1 年以内にお願いいたします。 )  

ご記入いただきました個人情報は、当社および関係会社の受講者名簿の整備や今後開催される  

セミナーのご案内等に使用します。  

普通預金 口座名  (株)経営調査研究会  
 
三 菱 U F J 銀 行 八重洲通支店 0602180 三井住友銀行 東京中央支店 3207281 

みずほ銀行  京橋支店  1813877 三菱 UFJ 信託銀行 日本橋支店  1979947 

      
 

 
切らずにこのままお送り下さい  

  
 
人工知能とビッグデータを活用した 
ビジネスと契約実務 
   ３／１  

 
◆参加申込書◆ 

FAX 03-5695-8005 
 
 
２０１９年   月     日  

ご連絡・講師へのご質問等ご記入下さい   

 
          

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*ｾﾐﾅｰｺｰﾄﾞ 0395（Law-k190395）                     

会 社 名 

TEL 
FAX 

 
E-Mail 

所 在 地 
〒 

参加者ご氏名  部課名  

〃  〃  

〃  〃  

〃  〃  

書類送付先 

(同上の場合記入不要)    

ご担当者                  部課名 

TEL                    FAX                                    

お申込の翌日には「受講証・請求書」を発送しておりますが、お手元に届かない場合は、弊社までご連絡下さい。 

開 催 日 

会 場 

参 加 費 

申 込 先 

申込方法 

振込口座 

 


